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日本における年金の資力調査の導入可能性に関する定量的研究1 
Empirical Study on Introducing the Means Test in Japanese Public Pension. 
 





























                                                     
1 本稿は、2018.06.11 に岐阜大学で行われた「生活経済学会」全国大会で報告した内容の字句等を一部修
正したものである。 






















表 1 年金政策のターゲットの効率性 
 資産多い 資産少ない 
年金受給額多い A C 








                                                     
2 ケース C,中位の世帯。１-(51/62.5)＝0.184≒２割。 
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図 1 将来の所得代替率の見通し 
 
資料：「平成 26 年財政検証結果レポート」（厚生労働省）p.296、第３－７－５図 幅広い経済
前提における所得代替率の見通しより転載。 
 
図 1 は、平成 26 年財政検証による今後の所得代替率を示している、これによ
れば、ケース C では最も高い所得代替率 51.0％が実現されると想定されている。
続く図 2 は所得代替率が 51.0％に至るまでの今後の推移を示している。マクロ
経済スライドが進行するにつれ、所得代替率は低下し、ケース C では 2040 年
代前半に 51.0％の所得代替率となり、この時点でマクロ経済スライドは停止さ
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れ、51.0％の所得代替率が 2110 年まで維持される3。 
続く図 3 は、2050 年時点の現役の所得階級別の受給年金額と推定所得代替率
を示したものである。2014 年で賃金が 17.5 万円（ただし手取り額を世帯人員数
2 で除し、1 人当たりとしてある）の中位の階級では、2050 年の現役世代の推
定賃金は 30.0 万円（2014 年価格）になるとされている。このとき、2014 年の
所得代替率は 62.7%であるが、マクロ経済スライドの実施により、2050 年時点
での年金受給額の所得代替率は 51.0%とされている。このとき、より低所得の
世帯の賃金 7.5 万円の世帯では所得代替率が 111.4%から 85.4%と 2 割以上減少
している4。 
図 2 今後の所得代替率の推移 
 
資料：「平成 26 年財政検証結果レポート」（厚生労働省）p.297、第３－７－６図 所得代替率
の見通し（推移）より転載。 
 
                                                     
3 ただし、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である「積立度合」は低下し、2110 年に 1.0
となる。 
4 1-85.4/111.4＝0.2339＞0.2。 
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図 3  賃金水準別の所得代替率の比較 
 
資料：「平成 26 年財政検証結果レポート」（厚生労働省）p.317 より転載。 
 
以上を総合すると、年金財政を維持するためのマクロ経済スライドによって、 









『平成 26 年全国消費実態調査』（第 30 表世帯属性･消費支出金額階級･貯蓄現
在高階級,年金等の区分，年間収入階級別世帯分布）より得て分析を行う。資産





こともわかる。表 2 の各集計グループについて集計サンプル数 9,467 に対する
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比率で示したものが、表 3 である。表 3 を見ると、年間の公的年金受給額が




表 2 公的年金を主な収入源とする高齢者の保有資産額 
 n(i,j) 年間収入階級(万円) 






















1 150 未満 658 172 223 145 73 26 10 1 5 3 
2 150～300 553 98 190 137 71 31 16 5 2 3 
3 300～450 596 90 183 162 98 29 26 2 5 0 
4 450～600 545 82 176 172 67 23 15 4 6 1 
5 600～750 541 61 150 186 74 42 12 11 3 2 
6 750～900 460 43 99 196 73 27 13 4 2 1 
7 900～1200 906 77 224 324 163 74 25 10 7 2 
8 1200～1500 708 50 175 244 123 64 22 17 13 1 
9 1500～2000 979 59 206 346 184 90 51 21 21 1 
10 2000～3000 1,335 62 191 464 307 166 75 24 29 16 
11 3000～4000 805 30 104 243 199 116 60 24 24 6 
12 4000 以上 1,381 42 99 332 307 256 157 71 78 40 
 合計 9,467 866 2,020 2,951 1,739 944 482 194 195 76 
資料：『平成 26 年全国消費実態調査』（第 30 表世帯属性･消費支出金額階級･貯蓄現在高階級,
年金等の区分，年間収入階級別世帯分布） 
表３ 各階級の集計サンプル全体に対する比率 
   年 間 収 入 階 : (万円) 





















1  150 万円未満 0.5% 1.5% 1.4% 0.9% 0.4% 0.2% 0.0% 0.1% 0.1% 
2  150～300 0.3% 1.3% 1.3% 0.9% 0.5% 0.3% 0.1% 0.0% 0.1% 
3  300～450 0.2% 1.2% 1.5% 1.2% 0.4% 0.5% 0.0% 0.1% 0.0% 
4  450～600 0.2% 1.2% 1.6% 0.8% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 
5  600～750 0.2% 1.0% 1.8% 0.9% 0.6% 0.2% 0.2% 0.1% 0.1% 
6  750～900 0.1% 0.7% 1.9% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 
7  900～1200 0.2% 1.5% 3.1% 2.0% 1.1% 0.4% 0.2% 0.2% 0.1% 
8 1200～1500 0.1% 1.2% 2.3% 1.5% 1.0% 0.4% 0.3% 0.3% 0.0% 
9 1500～2000 0.2% 1.4% 3.3% 2.3% 1.3% 0.9% 0.4% 0.5% 0.0% 
10 2000～3000 0.2% 1.3% 4.4% 3.8% 2.5% 1.3% 0.5% 0.7% 0.7% 
11 3000～4000 0.1% 0.7% 2.3% 2.4% 1.7% 1.1% 0.5% 0.6% 0.2% 
12 4000 万円以上 0.1% 0.7% 3.2% 3.8% 3.8% 2.8% 1.4% 1.9% 1.6% 
資料：『平成 26 年全国消費実態調査』（第 30 表世帯属性･消費支出金額階級･貯蓄現在高階級,
年金等の区分，年間収入階級別世帯分布）集計サンプル数 9,467 に対する比率。 
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４．２ 試算方法 
 ここでは、まず、現在の 2014 年の平均の所得代替率を 62.5％とし、これが















𝐺𝐸(2050) = 𝐺𝐸(2014)𝑑𝑖 
＝GE(2014)  𝑟𝑟(2050)/𝑟𝑟(2014)  
＝GE(2014)・0.816 




果、2050 年での各階級世帯の受給金額 x(2050,i,j)は、 
 




  𝛼(2050, 𝑖) ≤ 𝛼(2050, 𝑖 − 1) 





                                                     
5 ただし 200 万円未満は 100 万円、1,000 万円以上は 1,200 万円と仮定。 
6 ただし、150 万円未満は 75 万円､4,000 万円以上は、6,000 万円と仮定。   
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   𝑥(2050, 𝑖, 𝑗) > 𝑥(2050, 𝑖 − 1, 𝑗) 
の条件のもとで、 












 d β(i,j)=1-d 
資産階級 削減率 給付率 
150万円未満 0.00% 100.00% 
 150～300 0.00% 100.00% 
 300～450 0.00% 100.00% 
 450～600 0.00% 100.00% 
 600～750 0.00% 100.00% 
 750～900 0.00% 100.00% 
 900～1200 15.90% 84.10% 
1200～1500 15.90% 84.10% 
1500～2000 15.90% 84.10% 
2000～3000 32.20% 67.80% 
3000～4000 32.20% 67.80% 
4000万円以上 32.20% 67.80% 
   筆者試算 
                                                     
7 本稿で設定した条件の数式問題を解くために、EXCEL の SOLVER 関数を用いて収束計算した。 




    年  間  収  入  階  級 (万円)    
 
貯蓄現在高階級   200 未満 200～  300～  400～  500～  600～  700～  800～ 1000 以上   
 
貯蓄現在高階級 設定区間値→ 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200   
 
設定区間値↓ α(i)→ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% β(j) 
1 75  150万円未満 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200 100.0% 
2 225  150～300 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200 100.0% 
3 375  300～450 100 250 350 450 550 650 750 900 - 100.0% 
4 525  450～600 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200 100.0% 
5 675  600～750 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200 100.0% 
6 825  750～900 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200 100.0% 
7 1,050  900～1200 84 210 294 378 462 546 630 756 1,009 84.1% 
8 1,350 1200～1500 84 210 294 378 462 546 630 756 1,009 84.1% 
9 1,750 1500～2000 84 210 294 378 462 546 630 756 1,009 84.1% 
10 2,500 2000～3000 68 170 237 305 373 441 509 610 814 67.8% 
11 3,500 3000～4000 68 170 237 305 373 441 509 610 814 67.8% 
12 6,000 4000万円以上 68 170 237 305 373 441 509 610 814 67.8% 
 







TOHOKU ECONOMICS RESEARCH GROUP , Discussion Paper No. 393 
10 











する。また、資産基準の削減は 900 万円以上の世帯に一律 20%削減（β(j)=0.80）
とする。結果は表６のとおりである。 





   表 6 年金基準による削減・給付率 
 d α(i)＝1-d 
年間年金収入 削減率 給付率 
200～ 300 0.0% 100.0% 
300～ 400 0.0% 100.0% 
400～ 500 0.0% 100.0% 
500～ 600 11.6% 88.4% 
600～ 700 13.6% 86.4% 
700～ 800 16.5% 83.5% 
800～1000 21.6% 78.4% 
1000 以上 25.7% 74.3% 
  筆者試算 
 













62.5%から 51.0%に削減するため、給付総額が 0.816 倍まで下がるものとした。 
  
そのため、 
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表７ 年金受給・保有資産を考慮した削減後の給付率による年金額 
   年  間  収  入  階  級 (万円)    
  ↓ 200 未満 200～ 300～ 400～ 500～ 600～ 700～ 800～ 1000 以上   
貯蓄現在高階級 設定区間値→ 100 250 350 450 550 650 750 900 1,200   
設定区間値↓ α(i) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% β(j) 
75  150万円未満 100 250 350 450 486 562 626 706 891 100.0% 
225  150～300 100 250 350 450 486 562 626 706 891 100.0% 
375  300～450 100 250 350 450 486 562 626 706 - 100.0% 
525  450～600 100 250 350 450 486 562 626 706 891 100.0% 
675  600～750 100 250 350 450 486 562 626 706 891 100.0% 
825  750～900 100 250 350 450 486 562 626 706 891 100.0% 
1,050  900～1200 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
1,350 1200～1500 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
1,750 1500～2000 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
2,500 2000～3000 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
3,500 3000～4000 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
6,000 4000万円以上 80 200 280 360 389 449 501 565 713 80.0% 
  筆者試算 年額／万円 
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表８ 年金受給・保有資産を考慮した最終的な給付率 








  200 未満 200～ 300～ 400～ 500～ 600～ 700～ 800～ 1000 以上   
設定区間値→ 100 250 350 450 550 650 750 900 891   
α(i) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% β(j) 
 150万円未満 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% 100.0% 
 150～300 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% 100.0% 
 300～450 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 0.0% 100.0% 
 450～600 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% 100.0% 
 600～750 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% 100.0% 
 750～900 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.4% 86.4% 83.5% 78.4% 74.3% 100.0% 
 900～1200 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
1200～1500 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
1500～2000 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
2000～3000 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
3000～4000 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
4000万円以上 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 70.7% 69.1% 66.8% 62.8% 59.4% 80.0% 
  筆者試算 𝛼(𝑖)𝛽(𝑗)を示す。 
 
